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租税条約の基礎と実務上の留意点 

 

 

   

 

租税条約とは、「所得に対する租税に関する二重課税の回避及び脱税の防止のために締約される条約」を

いい、主に国際間の事業に基づく取引や、配当、利子、著作権等の使用料といった投資取引などで発生する

二重課税を解消するとともに、脱税を防止することを目的としています。 

日本は平成 28 年 6 月 1 日時点で、65 条約、96 ヵ国の地域と締約しており、今後も締約国は増加していくと

思われます。さらに、すでに締約されている租税条約も各国の状況に合わせて改定が行われています。 

■ 租税条約の適用例 

日本企業がアメリカ企業に対して著作権等の使用料として 100 を支払う場合で、日本の源泉税率を 20％、ア

メリカ法人税率を 40％と仮定して、租税条約の適用例を記載してみました。 

租税条約の適用がない場合には、日本の国内法により使用料に対する源泉税が 20 課税され、アメリカ企業

では使用料収入に対する法人税が40課税され、アメリカ企業において二重課税が生じることとなります。もしア

メリカ企業が日米租税条約の適用を受けますと、日本での源泉税が免税となり、二重課税が排除されます。 

 

■ 国別の投資所得に対する源泉税率の比較 

 租税条約を適用した場合の源泉税率は、租税条約ごとに決められており、また、支払われる所得の種類によ

っても異なります。海外の企業などへの支払いがある日本企業は、源泉徴収が必要となる支払いではないか

を確認するとともに、源泉が必要な場合には租税条約の適用を受けられないか確認をする必要があります。 

国 利子 使用料 
配当 

一般 親子間 親子間要件 

アメリカ 10％ 免税 10％ 
5％ 持分割合 10％以上保有、下記以外 

免税 持分割合 50％超、1 年以上保有 

中国 10％ 10％ 10％ - 

未締結国 20.42％ 20.42％ 20.42％ 日本国内法に基づく税率 

■ 租税条約の届出書と手続きの方法 

 租税条約の適用を受けるためには、対象となる所得の支払を受ける企業が、源泉徴収を行う支払者を通じて

一定の届出書や申請書を支払者の所轄税務署等に、支払日の前日までに提出する手続きが必要となるのが

一般的です。上記の適用例における著作権等の使用料の支払いについては、その使用料を受け取る米国企

業が、使用料の支払日の前日までに、支払者である日本企業を経由して、日本企業の所轄税務署に届出書

等を提出することが必要となります。 

なお近年は、租税条約の適用を受けるために「特典制限条項」を設ける例が増えております。これは、支払

を受ける企業が、その国の居住者であることや、しっかり事業をおこなっていることを確認するための条件を定

めたもので、租税条約に関する届出書の提出の際に、居住者証明書や所定の書類を提出しなければなりませ

ん。租税条約の特典を受けられない国への支払いに対して、条約締約国に実態のないペーパーカンパニーな

どを設立し、そこを介して取引し支払をすることによって、租税条約の減免等の特典を不当に受けようとする企

業を制限するための条項となります。 
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日本国内法   　：　20％源泉課税 源泉税20 二重課税発生

日米租税条約　：　免税 源泉税0 二重課税排除
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➤租税条約に関する届出書
➤特典条項に関する付表
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